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受 注 者 等 提 出 書 類 処 理 基 準 

   

（目  的） 

第１ この基準は、中野区工事施行規程第１９条の規定に基づき、受注者等から提出される書類（以下「書

類」という。）の様式及び処理方法を定めることにより、工事の円滑かつ適正な施行を図ることを目的

とする。 

 

 

（適用範囲） 

第２ この基準は、中野区が施行する建築工事、電気設備工事、機械設備工事の請負及び設計、工事監理の

委託に係る書類の処理に適用する。 

 

 

（書類の名称及び様式） 

第３ 書類の名称及び様式は、別表のとおりとする。 

 

 

（処理方法） 

第４ 監督員は、受領した書類の内容を調査のうえ、速やかに所要の手続きをとるものとする。 

   書類の記入上の注意その他必要な事項は、要領に定める。 

 

 

（基準に定めのないもの） 

第５ この基準において、定めのないものの処理方法については、東京都の基準を準用することとする。 

 

 

（細  目） 

第６ この基準の実施に必要な細目は、要領に定める。 

 

 

附  則 

 この基準は、平成１３年６月１日から適用する。 

附  則 

 この基準は、令和７年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 



  
 

受 注 者 等 提 出 書 類 処 理 基 準 

（基準実施細目） 

 

 

（趣  旨） 

第１ 受注者等提出書類処理基準（以下「基準」という。）の実施に必要な処理方法は、この要領による。 

 

 

（書  類） 

第２ 書類の名称及び様式は、基準に定めるものによる。 

   ただし、工事情報共有システム等を活用した工事については、当該システムによる工事打合せ簿等に

別表に示す書類の名称を記載することで、基準に定める様式とみなす。 

 

（処理方法） 

第３ 処理すべき書類は第２による。その処理方法は次のとおりとする。 

  １ 書類の提出時期は、別表による。 

  ２ 記入方法及び注意事項は、様式に個々に記載するとおりとする。 

   

 

 

附則 

 この要領は、平成１３年６月１日から施行する。 

附則 

 この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  
 

            書類の名称及び様式          別表 

１ 工事の請負に係る書類（甲） 

番号 名      称 様  式 提 出 時 期 

 

１ 

 

現場代理人及び 

主任技術者等通知書 

 

様式甲第２号 

 

 

契約確定日から７日以内 

 

 

２ 

 

 

工事工程表 

 

様式甲第３号 

 

 

契約確定日から７日以内 

 

 

３ 

 

 

経歴書 

 

様式甲第４号 

 

現場代理人及び主任技術 

者等通知書に添付 

 

４ 

 

 

監理技術者資格者証（写） 

 

様式甲第５号 

 

現場代理人及び主任技術 

者等通知書に添付 

 

５ 

 

施工計画書 

 

 

様式甲第８号 

 

状況に応じて 

 

６ 

 

 

既済部分検査請求書（第 回） 

 

様式甲第９号 

 

 

検査予定日の10日前まで 

 

 

 

７ 

 

 

発生材報告書 

 

 

様式甲第10号 

 

 

発生時より７日以内 

 

 

発生材報告内訳書 

 

 

様式甲第11号 

 

 

発生材報告書に添付 

 

 

８ 

 

 

請求・通知・報告・協議書 

 

 

様式甲第12号 

 

 

状況に応じて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  
 

番号 名      称 様  式 提 出 時 期 

 

９ 

 

 

承諾書 

 

 

様式甲第13号 

 

 

状況に応じて 

 

 

 

10 

 

 

主要資材発注予定報告書 

 

 

様式甲第14号 

 

 

状況に応じて 

 

 

主要資材発注予定表 

 

 

様式甲第15号 

主要資材発注予定報告書

に添付 

 

11 

 

 

材料検査請求書（第  回） 

 

 

様式甲第16号 

 

 

状況に応じて 

 

 

 

 

 

 

12 

 

材料検査計画書 

 

 

材料試験等報告書 

 

材料搬入報告書 

 

材料搬入報告書別紙 

 

 

材料検査実施基準

で定める参考様式 

 

 

材料検査実施基準

で定める様式 

 

 

参考（必要に応じ材料検査

請求書や施工計画書等に

添付） 

 

13 

 

 

休日等の工事施工申請書 

 

 

様式甲第18号 

 

 

実施予定日の３日前まで 

 

 

14 

 

 

（   ）承諾申請書 

 

 

様式甲第19号 

 

 

状況に応じて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  
 

番号 名      称 様  式 提 出 時 期 

 

15 

 

 

協議書 

 

 

様式甲第20号 

 

 

状況に応じて 

 

 

16 

 

 

報告書 

 

 

様式甲第21号 

 

 

状況に応じて 

 

 

17 

 

 

（   ）記録の報告書 

 

 

様式甲第22号 

 

 

状況に応じて 

 

 

18 

 

 

事故報告書 

 

様式甲第23号 

 

事故発生後速やかに 

 

 

19 

 

 

工事状況報告書 

 

 

様式甲第25号 

 

状況に応じて 

（工事監理委託をした場

に使用） 

 

施工協議書 

 

 

様式甲第26号 

 

状況に応じて 

（工事監理委託をした場

に使用） 

 

20 

 

 

工事月報 

 

 

様式甲第27号 

状況に応じて 

（工事監理委託をした場

に使用） 

 

21 

 

工事進捗率表 

 

 

様式甲第28号 

状況に応じて 

（工事監理委託をした場

に使用） 

 

22 

 

工事施工写真 

 

 

（参 考） 

状況に応じて 

（工事監理委託をした場

に使用） 

 

23 

 

工事請負契約数量書 

 

 

（参 考） 

 

 

契約書に添付 

 

24 

 

緊急連絡体制表 

 

 

（参 考） 

 

状況に応じて 

 

 

 

 

 

 

 



  
 

番号 名      称 様  式 提 出 時 期 

 

 

 

 

25 

 

施工体制台帳 

(下請負人に関する事項含む) 

 

様式甲第29号 

 

 

下請負契約後速やかに 

 

 

再下請負通知書 

 

 

様式甲第30号 

 

 

施工体制台帳に添付 

 

施工体系図兼安全衛生協議会 

組織図 

 

（参 考） 

 

施工体制台帳に添付 

 

 

 

 

26 

 

 

請求内訳書 

 

様式甲第31号 

 

検査終了後速やかに 

 

今回請求金額計算書 

 

 

（参 考） 

 

 

請求内訳書に添付 

 

 

既済部分出来高内訳書 

（種目、科目、細目） 

 

 

（参 考） 

 

 

請求内訳書に添付 

 

 

 

27 

 

工事完了届 

 

 

様式甲第32号 

 

完了時 

工事完了届 

(契約金額 50 万円以下の工事

に使用 

 

様式甲第33号 

 

完了時 

 

 

 

 

28 

 

 

 

 

契約不適合調査立会報告書 

 

 

（参 考） 

 

 

立会後速やかに 

 

 

補修箇所明細 

 

 

（参 考） 

 

 

かし補修完了届に添付 

 

 

契約不適合調査補修完了届 

 

 

（参 考） 

 

 

必要に応じて 

 

 

 

 



  
 

２ 設計等の委託に係る書類（乙） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

番号 名     称 様  式 提 出 時 期 

 

１ 

 

 

代理人及び主任技術者通知書 

 

 

様式乙第2号 

 

 

契約確定日から７日以内 

 

 

２ 

 

 

技術者及び協力会社届 

 

 

様式乙第3号 

 

代理人及び主任技術者 

通知書に添付 

 

３ 

 

 

経歴書 

 

 

様式乙第４号 

 

乙第２号様式又は乙第３ 

号様式に添付 

 

４ 

 

 

誓約書 

 

 

様式乙第5号 

 

 

契約確定日から７日以内 

 

 

５ 

 

 

工程表 

 

 

（参 考） 

 

 

契約確定日から７日以内 

 

 

 

６ 

 

 

 

納品書 

 

 

様式乙第６号 

 

 

納品時 

 

 

納品内訳書 

 

 

様式乙第７号 

 

 

納品書に添付 

 

 

 

７ 

 

 

 

委託完了届 

 

 

様式乙第８号 

 

 

完了時 

 

委託完了届 

(契約金額50万円以下 

の委託に使用) 

 

様式乙第９号 

 

 

完了時 

 



  
 

３ 工事監理業務の委託に係る書類（丙） 

番号 名      称 様  式 提 出 時 期 

 

１ 

 

 

監理業務技術者届 

 

 

様式丙第２号 

 

 

契約確定日から７日以内 

 

２ 

 

 

経歴書 

 

 

様式甲第４号 

 

技術者及び協力会社 

監理業務技術者 届 

に添付 

 

３ 

 

 

既済部分検査請求書（第 回） 

 

 

様式丙第３号 

 

 

検査予定日の10日前まで 

 

４ 

 

工事監理業務月報（ 年 月） 

 

 

様式丙第４号 

 

 

次の月の５日まで 

 

 

５ 

 

工事監理業務日報（ 年 月） 

 

 

様式丙第５号 

 

 

次の月の５日まで 

 

 

 

６ 

 

 

 

協議書（NO  ） 

 

 

様式丙第６号 

 

 

状況に応じて 

 

(協議)一覧表 様式丙第７号 

 

状況に応じて 

(協議書ファイルの目次 

として使用する) 

 

 

７ 

 

(    )承諾申請書（ＮＯ  ） 

 

様式丙第８号 

 

状況に応じて 

 

 

(承諾)一覧表 

 

様式丙第９号 

 

状況に応じ 

(承諾申請書のファイル 

の目次として使用する) 

 

 

８ 

 
報告書（ＮＯ  ） 

 

 

様式丙第10号 

 

 

状況に応じて 

 

 

(報告)一覧表 

 

 

様式丙第11号 

 

状況に応じて 

(報告書のファイルの 

目次として使用する) 

 

 

 

    
 

 



  
 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 名      称 様  式 提 出 時 期 

 

 

 

９ 

 

 

請求内訳書 

（出来高、完了） 

 

 

様式丙第12号 

 

 

検査後速やかに 

 

今回請求金額計算書 

（出来高、完了） 

 

 

参考様式 

 

請求内訳書に添付 

 

10 

 

 

工事監理業務委託完了届 

 

様式丙第13号 

 

 

完了時 

 



  
 

 

書類の提出を不要とする場合又は簡素化する場合の取扱い 

下表の取扱いを基本とし、詳細は受発注者協議による 

 

番号 
名称 

【様式番号】 

分類 
備考 

提出不要 簡素化 

１ 
主要資材発注予定報告書【様式甲第14号】、 

主要資材発注予定表【様式甲第15号】 
〇  

・主要資材の発注予定表等を

施工計画書等に記載する場

合は提出不要 

２ 材料検査計画書【参考様式】 〇  
・施工計画書等で必要事項が

確認できる場合は、提出不要 

３ （   ）承諾申請書【様式甲第19号】  〇 

・材料承諾時において、材料

の仕様をJIS等で指定してい

る場合に、当該証明書のみで

材料等の概要が分かるもの

やWEB上で資料を公開してい

るものはURLを記載すること

で、カタログ等の添付を省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



年 月 日

あて

連絡用ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

※

：

月 日

備 考 １　受注者(ＪＶの場合幹事会社)の許可区分等の欄は、監理技術者を設定した場合のみ記入する。

２　※欄は記入しないで下さい。

月 日

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年

氏      名 年

の許可区分等   第 号

監理事務所  受 付 年 月 日

大臣 ・ 知事 ・ 特定 ・ 一般

請負者（ＪＶの 土木一式 ・ 建築一式 ・ 電気 ・ 管 ・ 鋼構造物 ・ 舗装 ・ 機械器具設置 ・造園

場合幹事会社 ） 水道施設 ・ その他  （ ）

電気保安技術者氏名

ふりがな

（　）内には専門技術者を
置いて施工する工事の建設
業法上の区分を記入する

資格は別紙経歴書に記入す
る

専門技術者氏名 ふりがな 　建設業法第７条

（ ） 　第２号のイ・ロ・ハ

監理技術者氏名
ふりがな

専 ・ 兼
　建設業法第15条 ※資格者証(監理技術者

講習修了履歴)を監督員
に提示すること。　第２号のイ・ロ・ハ

主任技術者氏名
ふりがな

専 ・ 兼
　建設業法第７条

　第２号のイ・ロ・ハ

現場代理人氏名
ふりがな

現場代理人と主任技術者又は監
理技術者は兼任できる。

(連絡用ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ)

円

技 術 者 分 類 技  術  者  氏  名 専任・兼任の別 建設業法上の該当資格に○をつける 備         考

号

工           期 年 月 日 契    約    金    額

工  事  場  所

契 約 年 月 日 年 月 日 契    約    番    号

現場代理人及び主任技術者等を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。

工  事  件  名  ※ 工事番号

第 号

受 注 者

氏    名
（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

契第

様式甲第２号

現場代理人及び主任技術者等通知書

中野区長

住    所



※

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

備  考 ：※欄は記入しないで下さい。

様式甲第３号

種              別 月 月 月 月 月

工　　　　　程　　　　　表

月 月 月 月

月

出来高

監理事務所  受 付 年 月 日 受　　注　　者
住　　　所

氏　　　名
日氏        名 年



学   歴  （最 終）
年 月

職            歴

年 月

資            格
年 月

1　この様式は、建設業法第７条第２号のイ又はロによる学歴又は実務経験及び仕様書等で指定されて

　　いる資格又は実務経験等を提示する際に使用する。

２　表題の （　　） 内には、現場代理人等該当する技術者分類の名称を記入すること。

３　学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる場合等、

　　求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。

４　職歴欄には、職歴を記載するとともに建設業法による主任技術者等については、その資格に必要

　　な実務経験について、また仕様書で必要な実務経験等が指定されている場合はその実務経験につ

　　いて記載すること。

５　資格欄には、建設業法による主任技術者等については、その資格に必要な資格者証、合格証明書、

　　免許証等について、また仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格について記載す

　　ること。また、当該資格の証明書等の写しを添付すること。

６　専任の監理技術者の経歴書には、監理技術者資格者証（写）の様式を用いて監理技術者資格者証

　　の写しを添付すること。(資格者証(監理技術者講習修了履歴)を監督員に提示した場合には資格者証

　　(写)の添付は不要)。

※

：

様式甲第４号

）経   歴   書  （

ふ   り   が   な

氏     名

注

監理事務所  受 付 年 月 日

氏      名 年 月 日

監督員職氏名  受 付 年 月 日

日

備 考 　※欄は記入しないで下さい。

年 月



（ 表 面 ）

（ 裏 面 ）

※

：

月 日

備 考 　※欄は記入しないで下さい。

月 日

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年

氏      名 年

様式甲第５号

監理技術者資格者証 （写）

（ の り 付 け ）

（ の り 付 け ）

監理事務所  受 付 年 月 日



年 月 日

あて

現 場 代 理 人 氏 名

※

：

様式甲第８号

施   工   計   画   書

中野区長

住    所

受 注 者

氏    名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

下記工事について、別添施工計画書を提出します。

工  事  件  名  ※ 工事番号

第 号

工  事  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年 月 日 契  第 号

工         期 契  約  金  額

年 月 日 円

監理事務所  受 付 年 月 日

氏      名 年 月 日

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年 月 日

備 考 １　※欄は記入しないで下さい。

２　この様式は、施工計画書のほか変更施工計画書、溶接工の名簿の提出にも使用する。



年 月 日

あて

下 記 工 事 の 既 済 部 分 検 査  （ 第 回 ） を 請 求 し ま す 。

※

：
２　竣功歩合は届出年月日現在です。

３　※欄は記入しないで下さい。

備 考 １　竣功歩合は小数点以下第２位まで記入して下さい。

年 月 日年 月 日

年 月 日

  監督員職氏名 ・ 受付年月日   検査員職氏名 ・ 受付年月日

監理事務所  受 付 年 月 日

氏      名

円

  今回までの出来高金額 完  了  歩  合

％

年 月 日

日 契  第月

工          期 契  約  金  額

号

工  事  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年 号

氏    名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

工  事  件  名  ※ 工事番号

第

中野区長

住    所

受 注 者

様式甲第９号

（第 回）既 済 部 分 検 査 請 求 書



年 月 日

あて

※

：

中野区長

住    所

様式甲第１０号

受 注 者

氏    名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名　※１　)

工  事  件  名  ※ 工事番号

第 号

工  事  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年 月 日 契  第 号

工          期 契  約  金  額

年

年 月 日

月

円

監理事務所  受 付 年 月 日

氏      名

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年 日

備 考 ※欄は記入しないで下さい。

回）発 生 材 報 告 書 （ 第

月

下記工事に際し、別紙の発生材が生じたので報告します。

日



※

：

様式甲第１１号

発 生 材 報 告 内 訳 書
発   生   材   品   名 形    状    寸    法 数            量 単  位 摘        要

監理事務所  受 付 年 月 日

氏      名 年 月 日

備 考 　※欄は記入しないで下さい。



年 月 日

あて

※

：

報告 ・ 協議

月 日年

月 日氏       名

監督員職氏名

備 考 　※欄は記入しないで下さい。

年

監理事務所  受 付 年 月 日

円年 月 日

   内 容

日 契  第月

請求 ・ 通知

号

工          期 契  約  金  額

号

工  事  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年

工  事  件  名  ※ 工事番号

第

下記の工事について工事請負契約書の第 条 項により します。

様式甲第１２号

中野区長

住    所

受 注 者

 受 付 年 月 日

書
請求 ・ 通知
報告 ・ 協議

請求 ・ 通知
報告 ・ 協議

氏    名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）



様式甲第１３号

年 月 日

あて

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

年 月 第 については、異議がないので

 承諾します。

※

：

日

備  考 　※欄は記入しないで下さい。

年 月

年 月 日

監督員職氏名  受 付 年 月 日

監理事務所  受 付 年 月 日

氏      名

受 注 者

氏    名

日付 号による

承     諾     書

中野区長

住    所



年 月 日

あて

現 場 代 理 人 氏 名

※

：

様式甲第１４号

下記の工事に使用する主要資材を別紙のとおり発注する予定なので報告します。

主 要 資 材 発 注 予 定 報 告 書

中野区長

住    所

受 注 者

氏    名

月

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

工  事  件  名  ※ 工事番号

第

工          期 契  約  金  額

号

工  事  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年

日

日 契  第 号

円

年

年

監理事務所  受 付 年 月 日

月

月 日

年

備 考 　※欄は記入しないで下さい。

月 日

監督員職氏名  受 付 年 月 日

氏      名



※

：

年 月 日
備 考 ※欄は記入しないで下さい。

監理事務所  受 付 年 月 日

氏       名

様式甲第１５号

主   要   資   材   発   注   予   定   表
機  器  及  び  材  料 製   作   者   名 代        理        店 代   理   店   住   所 代   理   店   電   話 備              考



年 月 日

あて

現 場 代 理 人 氏 名

※

：

日

備 考 　※欄は記入しないで下さい。

年 月

年 月 日

監督員職氏名  受 付 年 月 日

監理事務所  受 付 年 月 日

氏      名

検査対象材料

年 月 日

契  第 号

円

検  査  場  所

月 日

号

工  事  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

第

工          期 契  約  金  額

年

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

下記のとおり材料検査を請求します。

工  事  件  名  ※ 工事番号

中野区長

住    所

受 注 者

氏    名

回 ）

様式甲第１６号

材 料 検 査 請 求 書 （第



※

：
　  場合に使用する。
２　※欄は記入しないで下さい。

月 日年

備 考 １　この様式は、工期に含まれない休日等に工事を行う必要が生じた

工事主管係長

監理事務所  受 付 年 月 日

氏     名

上 記 の 届 け 出 に つ い て 下 記 の 条 件 に よ り 承 諾 す る 。

条   件

受注者

様

工 事 内 容

年 月 日

月 日 箇         所

理 由 及 び

日 契  約  金  額 円

届
出
事
項

施工年月日 年

契  約  番  号 契  第 号

工            期 年 月

号

工  事  場  所

契 約 年 月 日 年 月 日

工  事  件  名 ※工事番号 第

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

現 場 代 理 人 氏 名

承認を申請します。
　 下記工事について 、工期に含まれていない休日等の工事施工について、 

中野区長 あて

住    所
受 注 者

氏    名

様式甲第１８号

休日等の工事施工申請書

年 月 日



年 月 日

あて

現 場 代 理 人 氏 名

※

：

様式甲第１９号

（ ） 承 諾 申 請 書 )(NO

工事主管係長

住    所

受 注 者

氏    名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

 下記工事について、別添（ ）  の承諾を申請します。

工  事  件  名  ※ 工事番号

第 号

工  事  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

号

工       期 契  約  金  額

年 月

月 日

日 契  第

円

上記の件について承諾します。

現場代理人
年 月

年

日

様

監  督  員  氏  名

日

監督員職氏名  受 付 年 月 日

監理事務所  受 付 年 月 日

氏     名

月

年 月

日

備 考 １　（　　　　　） 内には、工事記録写真撮影計画、製作方法、材料等と記載する。

２　この様式は、仕様書等で承諾を義務付けられているものについて使用する。

３　※欄は記入しないで下さい。

年



年 月 日

あて

現 場 代 理 人 氏 名

現場代理人氏名

※

：

日

備 考 １　この様式は、２通提出して１通に捺印する。

２　※欄は記入しないで下さい。

年 月

年 月 日

監督員職氏名  受 付 年 月 日

監理事務所  受 付 年 月 日

氏     名

日

様

監  督  員  氏  名

工事主管係長

協  議  内  容

上記の件について承諾します。

年 月

号

工  事  場  所  契約番号

契 第 号

工  事  件  名  ※ 工事番号

第

下記工事について　　         （仕 様 書）   　       に基づき協議します。

工事主管係長

氏    名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

様式甲第２０号

住    所

受 注 者

協       議       書



年 月 日

あて

現 場 代 理 人 氏 名

※

：

月 日

備 考 　※欄は記入しないで下さい。

月 日

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年

監理事務所  受 付 年 月 日

氏     名 年

報  告  内  容

号

工  事  場  所  契約番号

契 第 号

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

下記工事について　　         （仕  様  書）   　       に基づき報告します。

工  事  件  名  ※ 工事番号

第

住    所

受 注 者

氏    名

報       告       書

工事主管係長

様式甲第２１号



様式甲第２２号

年 月 日

あて

現 場 代 理 人 氏 名

下記の工事の 記録を報告します。

※

：

記 録 の 報 告 書

受 注 者

氏    名

工  事  件  名

(発注者)

号

号

備           考

契 第

 契約番号

 ※ 工事番号

工  事  場  所

住    所

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

第

日月年

 受 付 年 月 日

月

監督員職氏名  受 付 年 月 日

　　使用する。

３　［　　　 ］ 内には、絶縁試験等を記載する。

監理事務所

氏         名

日

備  考 １　※欄は記入しないで下さい。

２　この様式は、材料の試験成績表、出来高の測定結果表の提出及び絶縁、水圧試験等の報告に

年



※

：

様式甲第２３号

事    故    報    告    書
年 月 日

中野区長 あて

住    所
受 注 者

氏    名
（法人の場合は名称及び代表者の氏名　※１　)

工    事    件    名

工    事    場    所

請  負  者  氏  名 請負者住所

契  約  年  月  日 年 月 日 契 約 番 号 契 第 号

工                  期 契 約 金 額 円

１．建 築 工 事 ２．電 気 設 備 工 事 ３．機 械 設 備 工 事

工                種

４．昇 降 機 設 備 工 事 ５．そ の 他 工 事（ ）

請
負
者

事故の直接責任者名 職 名 年 齢

工事現場主任技術者名 職 名 年 齢

事故発生の原因及び経過

そ        の        他

事故による被害の内容

現場の管理組織及び方法

月

（事故発生場所 ・ 発生時刻等）

日

備 考 　※欄は記入しないで下さい。

監理事務所  受 付 年 月 日

氏     名 年



年 月 日

あて

現 場 代 理 人 氏 名

（    ） について下記のとおり、状況報告します。

※

：備 考 　※欄は記入しないで下さい。

日

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年 月

日

月

日

氏         名 確 認 年 月 日 年

監 理 事 務 所 受 付 年 月 日 年 月

円

　状況の概要  ：  ５Ｗ１Ｈをもれなく簡潔に記入する。必要に応じ別紙、図面等を添付。

年 月 日

日 契  第 号

工        期 契  約  金  額

号

工  事  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年 月

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

工  事  件  名  ※ 工事番号

第

住    所
受 注 者

氏    名

工  事  状  況  報  告  書

中野区長

様式甲第２５号



年 月 日

あて

現 場 代 理 人 氏 名

下 記 の と お り 協 議 し ま す 。

　協   議   内   容

有 ・ 無

※

：

）

様式甲第２６号

中野区長

住    所
受 注 者

工  事  件  名  ※ 工事番号

第

月

氏    名
（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

号

工        期 契  約  金  額

号

工  事  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年

日

日 契  第

円

　（必要に応じ図面、変更工期、概算金額の見積等の参考資料を添付する）

年 月

他工事への影響

監理事務所  受 付 年 月 日

月 日

氏     名 年

監督員職氏名  受 付 年 月 日

備 考 　※欄は記入しないで下さい。

施 工 協 議 書 （Ｎｏ.

月 日

年



（建築 ・ 電気 ・ 機械 ・ 昇降機）

様式甲第２７号

年 月 ）
年 月 日

工事主管係長 あて

住    所
受 注 者

氏    名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

現 場 代 理 人 氏 名

工  事  件  名 ※ 工事番号 第 号

工  事  場  所

契 約 年 月 日 年 月 日 契 約 番 号 契  第 号

工            期 年 月 日 契 約 金 額 円

　上 記 工 事 に 関 し 、 工 事 請 負 契 約 書 、 建 築 基 準 法 及 び 関 係 法 令 等 を 遵 守 し 、 設 計

図 書 に し た が い 適 正 に 施 工 い た し ま し た 。

　な お 、 施 工 に 際 し 納 ま り 及 び 別 途 工 事 と の 調 整 等 、 工 事 監 理 者 と 協 議 し 、 施 工

記 録 の と お り 適 正 に 施 工 い た し ま し た 。

　［ 施工記録 ］　（工事進捗率表 ・工事施工範囲図 ・工程記録写真を必要に応じて添付）

工          種 日  付 主     な     施     工     記     録

工 事 月 報 （



（完成予定線は点線・施工実施線は実線）

（ 建築 ・ 電気 ・ 機械 ・ 昇降機 ）
※

：

様式甲第２８号

年 月 ）

日）－（定休日 日）－（休業日 日）＝（実作業日

工事件名

年

月

  ％

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

  ％

当    月    の    作    業    日    数

（暦日 日）

当   月   の   作   業 ◎ 定 休 日 ● 休 業 日

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
１６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

監理事務所  受 付 年 月 日

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

月 日

備 考 　※欄は記入しないで下さい。

工 事 進 捗 率 表 （

氏     名 年



工 事 件 名

月 日

（　参　考　）

年 月 ）

月 日

工 事 施 工 写 真  （



（ 種 目 、 科 目 、 細 目 数 量 を 添 付 す る ）

１．工 事 件 名

２．工 事 場 所

住   所

受 注 者

氏   名

（　参　考　）

工  事  請  負  契  約  数  量  書



部 課

     （ 自 宅 ）

注 ： この連絡体制の運用については、十分打ち合わせをしておくこと。

工事件名

工事場所

工 事

     （ 自 宅 ）      （ 自 宅 ）      （ 自 宅 ）

     （ 自 宅 ）

   副現場代理人    副現場代理人    副現場代理人    副現場代理人

     （ 自 宅 ）      （ 自 宅 ）      （ 自 宅 ）

     （ 現 場 ）

   現場代理人    現場代理人    現場代理人    現場代理人

     （ 現 場 ）      （ 現 場 ）      （ 現 場 ）

   受   注   者

     （ 会 社 ）      （ 会 社 ）      （ 会 社 ）      （ 会 社 ）

 　受　注　者    受   注   者    受   注   者

請  負  関  係  者
建　　　　  築 電  気  設  備 機  械  設  備 昇 降 機 設 備

担   当   者

（ 自 宅 ） （ 自 宅 ） （ 自 宅 ） （ 自 宅 ）

担   当   者 担   当   者 担   当   者

（ 自 宅 ）

（ 自 宅 ） （ 自 宅 ） （ 自 宅 ） 会  館

担   当   者 担   当   者 担   当   者

（ 自 宅 ） （ 自 宅 ） （ 自 宅 ） 担   当   者

担 当 係 長 担 当 係 長 担 当 係 長

 東京電力杉並支社        病院

建　　　　  築 電 気 設 備 （ 昇 降 機 含 む ） 機  械  設  備 主     管     課

（自宅）
中 野 消 防  東京ガス中野支社

野 方 消 防

      （施設課長）　 野 方 警 察  電話局  水道局中野営業所

T  E  L

中 野 警 察  新宿労働基準監督署  下水道局中野出張所
中  野  区  総  務  部  施  設  課 

名        称 T  E  L 名        称 T  E  L 名        称

中 野 区 役 所 電 話 番 号　   ３ ３ ８ ９ － １ １ １ １ 

区   関   係   者 関   係   諸   機   関

（　参　考　）

緊   急   連   絡   体   制   表



年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

※

様式甲第２９号

〔会社名・事業者ID〕

〔事業所名・現場ID〕

　　ただし、契約書には、建設業法第１９条各号に掲げる事項が網羅されていなければならないので、これら
　　を網羅していない注文伝票等は、ここでいう書類に該当しない。

　　めに必要な主任技術者を記入する。
３　監理技術者及び専門技術者については、次の物を添付すること。
　　①　資格を証明するものの写し
　　②　自社の従業員であることを証明する書類等の写し　（健康保険証、住民税特別徴収義務者指定及び
　　 　　税額通知書・変更通知書等）
４　この様式に、一次下請負業者と締結した請負契約に係わる契約書の写しを添付すること。

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　　　無

（記入要領）
１　この様式は元請負業者が作成し、一次下請負業者を通じて報告される再下請負通知書（様式甲第３０号）
　　を添付することにより、一次下請負業者別の施工体制台帳として利用する。
２　専門技術者欄は、土木・建築一式工事を施工する場合等で、その工事に含まれる専門工事を施工するた

担当工事 担当工事

内     容 内     容

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　　無

専     門 専     門

技 術 者 名 技 術 者 名
資格内容 資格内容

監理技術者名 専任
資 格 内 容

主任技術者名 非専任
監理技術者

資 格 内 容
補　佐　名

監 督 員 名
権 限 及 び
意見申出方法

現     場 権 限 及 び

代 理 人 名 意見申出方法

発 注 者 の 権 限 及 び
監   督   員 意 見 申 出
職   氏   名 方       法

元請契約

下請契約

加入　　未加入

適用除外 適用除外 適用除外

事業所
整理記号等

区分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

下請契約

健康保険等
の

加入状況

保険加入の
有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入 加入　　未加入

契     約 区      分 名                称 住                所

営  業  所 元請契約

月 日契  約  日 年

及 び

工 事 内 容

発 注 者 名

及 び

所  在  地

工     期

月 日
 都知事 一般

工 事 件 名

第 号 年
許     可

工事業
 大　 臣 特定

日
建 設 業 の  都知事 一般

第 号 年

許    可    業    種 許     可     番     号

施   工   体   制   台   帳

工事業
 大　 臣 特定

許可（更新） 年月日

月

※施工体制台帳の添付書類（建設業法施行規則第１４条の２第２項）

・発注者と作成建設業者の請負契約及び作成建設業者と下請負人の下請契約に係る当初契約及び変更契約の
契約書面の写し（公共工事の建設工事について締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部分を含む）

・主任技術者又は監理技術者が主任技術者資格又は監理技術者資格を有する事を証する書面及び当該主任技術者

又は監理技術者が作成建設業者に雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又は
これらの写し

・監理技術者補佐を置くときは、その者が監理技術者補佐資格を有することを証する書面及びその者が作成建設業者に
雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれらの写し

・専門技術者をおく場合は、その者が主任技術者資格を有することを証する書面及びその者が作成建設業者に
雇用期間を特に限定することなく雇用されている者であることを証する書面又はこれらの写し

※「権限及び意見申出方法」欄は、建設業法では相手方に対して通知することとなっているので、その通知方法や契約書に
定められている場合は、その旨を記載した上書面を添付する。 これによらない場合は具体的に記載する。



様式甲第２９号の続き

自 年 月 日

至 年 月 日

※

※

※

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　6)　消防法　　 　　　「消防設備士試験」
　7)　職業能力開発促進法　「技能検定」

 2)　高校卒〔指定学科〕５年以上の実務経験 　2)　建築士法　　　　「建築士試験」
 3)　その他　　　　　　１０年以上の実務経験 　3)　技術士法　　　　「技術士試験」

　4)　電気工事士法　「電気工事士試験」
　5)　電気事業法　 「電気主任技術者国家試験等」

　　有する場合は、専門技術者を兼ねることができる）
３　主任技術者の資格内容は、下記の中から選んで記入する。
　　①経験年数による場合　　　　　　　　　　　　　　　　　②資格等による場合
 1)　大学卒〔指定学科〕３年以上の実務経験 　1)　建設業法　　　　「技術検定」

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　　　無

〔 主任技術者、専門技術者の記載要領 〕
１　主任技術者の配置状況について 〔 専任・非専任 〕 のいずれかを明らかにすること。
２　専門技術者欄は、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するた
　　めに必要な主任技術者を記載する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を

資  格  内  容
専 門 技 術 者 名

資  格  内  容

担当工事内容

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　　無

権  限  及  び
安全衛生推進者名

意見申出方法

専   任
雇用管理責任者名

主 任 技 術 者 名 非専任

現 場 代 理 人 名 安全衛生責任者名

健康保険等
の

加入状況

保険加入の
有無

健康保険 厚生年金保険

事業所
整理記号等

厚生年金保険 雇用保険

雇用保険

加入　　未加入 加入　　未加入 加入　　未加入

適用除外 適用除外 適用除外

営業所の名称 健康保険

日
 都知事 一般

第 号
 大　 臣 特定許     可

工事業 月年

建 設 業 の  都知事 一般
月工事業

 大　 臣 特定

許可（更新） 年月日

号 年第 日

年

施工に必要な許可業種 許     可     番     号

月 日工     期 契  約  日

工 事 件 名

及 び

工 事 内 容

会 社 名
事業者 ID

代 表 者 名

住      所

〔 下請負人に関する事項〕



年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

※

※

外国人技能実習生の
従事の状況(有無) 有　　無

資  格  内  容 担当工事内容

一号特定技能外国人の
従事の状況(有無) 有　　無

外国人建設就労者の従事
の

状況(有無)
有　　無

意見申出方法 専 門 技 術 者 名

専   任
資  格  内  容

主 任 技 術 者 名 非専任

権  限  及  び
安全衛生推進者名

意見申出方法

現 場 代 理 人 名 雇用管理責任者名

権  限  及  び

監  督  員  名 安全衛生責任者名

健康保険等
の

加入状況

保険加入の
有無

健康保険 厚生年金保険

事業所
整理記号等

厚生年金保険 雇用保険

雇用保険

加入　　未加入 加入　　未加入 加入　　未加入

適用除外 適用除外 適用除外

営業所の名称 健康保険

日
 都知事 一般

第 号
 大　 臣 特定許     可

工事業 月年

日
建 設 業 の  都知事 一般

月工事業
 大　 臣 特定

第

月

年

の 契 約 日
日

必 要 な 許 可 業 種 許     可     番     号 許可（更新） 年月日

号

注 文 者 と
年

工 事 件 名

及 び

工 事 内 容

工     期

【報告下請負業者】

住　　所

元請名称・
事業者ID 会社名・

事業者ID

代表者名

　《自社に関する事項》

再  下  請  負  通  知  書
直近上位
注文者名

様式甲第３０号

※再下請通知書の添付書類（建設業法施行規則第１４条の４第３項）

・再下請通知人が再下請人と締結した当初契約及び変更契約の契約書面の写し（公共工事の建
設工事について締結されるものに係るものは、請負代金の額に係る部分を含む）



様式甲第３０号の続き

〒

－ － ）

自 年 月 日

至 年 月 日

※

※

※

                                                                           　　　　4)　電気工事士法　「電気工事士試験」

                                                                           　　　　5)　電気事業法　 　「電気主任技術者国家試験等」

                                                                           　　　　6)　消防法　　 　　　「消防設備士試験」

                                                                           　　　　7)　職業能力開発促進法　「技能検定」

　6)　消防法　　 　　　「消防設備士試験」

　7)　職業能力開発促進法　「技能検定」

 2)　高校卒〔指定学科〕５年以上の実務経験 　2)　建築士法　　　　「建築士試験」

 3)　その他　　　　　　１０年以上の実務経験　3)　技術士法　　　　「技術士試験」

　4)　電気工事士法　「電気工事士試験」

　5)　電気事業法　 「電気主任技術者国家試験等」

　　有する場合は、専門技術者を兼ねることができる）

３　主任技術者の資格内容は、下記の中から選んで記入する。

　　①経験年数による場合 ②資格等による場合

 1)　大学卒〔指定学科〕３年以上の実務経験 　1)　建設業法　　　　「技術検定」

外国人技能実習生の
従事の状況(有無) 有　　無

〔 主任技術者、専門技術者の記載要領 〕

１　主任技術者の配置状況について 〔 専任・非専任 〕 のいずれかを明らかにすること。
２　専門技術者欄は、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するた

　　めに必要な主任技術者を記載する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を

資  格  内  容
専 門 技 術 者 名

資  格  内  容

担当工事内容

一号特定技能外国人の
従事の状況(有無) 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況(有無) 有　　無

権  限  及  び
安全衛生推進者名

意見申出方法

専   任
雇用管理責任者名

主 任 技 術 者 名 非専任

現 場 代 理 人 名 安全衛生責任者名

健康保険等
の

加入状況

保険加入の
有無

健康保険 厚生年金保険

事業所
整理記号等

厚生年金保険 雇用保険

雇用保険

加入　　未加入 加入　　未加入 加入　　未加入

適用除外 適用除外 適用除外

営業所の名称 健康保険

日
 都知事 一般

第 号
 大　 臣 特定

日
建 設 業 の  都知事 一般

許     可
工事業 月年

月

施工に必要な許可業種 許     可     番     号 許可（更新） 年月日

号工事業
 大　 臣 特定

月

年第

日契   約   日 年

工 事 件 名

及 び

工 事 内 容

工     期

及 び

電 話 番 号 （Ｔｅｌ

《再下請負関係》 　　　　　再下請負業者及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。　

会社名・
事業者ID

代 表 者 名

住     所



月 日月 日～ 年月 日 工期 年月 日～ 年日 工期 年日～ 年 月日 工期 年 月日～ 年 月工期 年 月

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

工
事

担当工事内容 工
事

担当工事内容 工
事

担当工事内容 工
事

担当工事内容

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

会     社     名 会     社     名

安全衛生責任者 安全衛生責任者

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

日

会     社     名 会     社     名

安全衛生責任者 安全衛生責任者

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

日～ 年 月日 工期 年 月日～ 年 月工期 年 月年 月 日年 月 日～年 月 日 工期

工
事

担当工事内容

工期 年 月 日～

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

工
事

担当工事内容 工
事

担当工事内容 工
事

担当工事内容

安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者 安全衛生責任者

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

日

会     社     名 会     社     名 会     社     名 会     社     名

日～ 年 月日 工期 年 月

日

年 日月

年自

元 請 監 督 員 氏 名

元 請 業 者 名

工   事   件   名

発   注   者   名

工 期

到

会     社     名

安全衛生責任者

元方安全衛生管理者

監 理 技 術 者 氏 名

専 門 技 術 者 氏 名

担 当 工 事 内 容

専 門 技 術 者 氏 名

担 当 工 事 内 容

工
事

主 任 技 術 者

安全衛生責任者

月

会             長

統括安全衛生責任者

書      記

会     社     名

安全衛生責任者

日～ 年

副     会     長

会     社     名

工期 年 月

会     社     名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

工
事

担当工事内容

会     社     名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者

工
事

担当工事内容

専 門 技 術 者

担当工事内容

年 月 日日 日～ 年工期 工期 年 月月 日日～月

主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

会     社     名

安全衛生責任者 安全衛生責任者

会     社     名

工
事

担当工事内容

年

工
事

担当工事内容 工
事

担当工事内容

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

工
事

担当工事内容

工期 年 月 日～

月 日

月 日 工期 年 月年 月

会     社     名

安全衛生責任者

主 任 技 術 者

年

日～

工
事

日～

担当工事内容

工期 年 月

主 任 技 術 者

月

工期

施 工 体 系 図 兼 安 全 衛 生 協 議 会 組 織 図

（　参　考　）

年 月日

専 門 技 術 者

様式は変わります。

月

※ 本様式 （表題部も含む） は参考であり下請け業者数により

年日～年



記

１ ￥ ）

２ ￥ ）

３ ￥ ）

４ ￥

５ ￥

６ ￥

７ ￥ ）

８ ￥ ）

９ ￥契 約 金 残 額 （消費税相当額を含む）

既 済 部 分 受 領 済 額 （うち消費税相当額￥

今 回 請 求 金 額 （うち消費税相当額￥

前 払 い 金 受 領 済 額

総前払い金出来高充当額

前回前払い金出来高充当額

契 約 金 額 （うち消費税相当額￥

変 更 契 約 金 額 （うち消費税相当額￥

受注者

　　 　氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

請 求 金 額 （うち消費税相当額￥

回工事出来高）

中野区長　　あて

　　　 住所

様式甲第３１号

請求内訳書　（第



記

１ ￥ ）

２ ￥ ）

３ ￥ ）

４ ￥

５ ￥

６ ￥

７ ￥ ）

８ ￥

９ ￥

（うち消費税相当額￥

今 回 請 求 金 額 （消費税相当額を含む）

契 約 金 残 額 （消費税相当額を含む）

総前払い金出来高充当額

前回前払い金出来高充当額

既 済 部 分 受 領 済 額

変 更 契 約 金 額 （うち消費税相当額￥

前 払 い 金 受 領 済 額

請 求 金 額 （うち消費税相当額￥

契 約 金 額 （うち消費税相当額￥

　　　 住所

受注者

　　 　氏名

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

請求内訳書　（工事完了）

中野区長　　あて

様式甲第３１号



￥ ）

￥ ）

￥

￥

￥

￥

￥

￥

￥ ）

￥ ）

￥⑦ 契 約 金 残 額 （消費税相当額を含む）

〔②’－（④’＋⑤）〕×1.1

①又は①’－（④＋⑤＋⑥）

（うち消費税相当額￥

⑥ 今 回 請 求 金 額 （うち消費税相当額￥

④’’’今回前払い金出来高充当額

④’－前回の④’’

⑤ 既 済 部 分 受 領 済 額

④’ 総前払い金出来高充当額

④’’前回前払い金出来高充当額

④×③　（1,000未満を切り捨て）

①又は①’に対応した金額　（１０万円未満切り捨て）

③ 今 回 既 済 部 分 出 来 高 率 ％

④ 前 払 い 金 受 領 済 額

②’÷（①又は①’÷1.1）（小数点第３位以下を切り捨て、第２位までとする。）

（1,000円未満切り捨て）

②’ 今回既済出来高請求限度額 （消費税相当額を除く）

②×9/10　（1,000円未満切り捨て）

①’ 変 更 契 約 金 額 （うち消費税相当額￥

② 今回既済部分出来高金額 （消費税相当額を除く）

（　参　考　）

今回請求金額請求書　（工事出来高）

① 契 約 金 額 （うち消費税相当額￥



￥ ）

￥ ）

￥

￥

￥

￥

￥

￥ ）

￥

￥

〔②－（④’＋⑤）〕

⑦ 契 約 金 残 額 （消費税相当額を含む）

①又は①’－（④＋⑤＋⑥）

（うち消費税相当額￥

⑥ 今 回 請 求 金 額 （消費税相当額を含む）

④’’’今回前払い金出来高充当額

④’－前回の④’’

⑤ 既 済 部 分 受 領 済 額

④’ 総前払い金出来高充当額

④’’前回前払い金出来高充当額

④×③　（1,000未満を切り捨て）

①又は①’に対応した金額　（１０万円未満切り捨て）

③ 今 回 既 済 部 分 出 来 高 率 ％

④ 前 払 い 金 受 領 済 額

②÷（①÷1.1）　（小数点第３位以下を切り捨て、第２位までとする。）

①’ 変 更 契 約 金 額 （うち消費税相当額￥

② 今回既済部分出来高金額 （消費税相当額を含む）

（　参　考　）

今回請求金額請求書　（工事完了）

① 契 約 金 額 （うち消費税相当額￥



年 月 日

あて

※

： １　届出年月日は完了年月日を記入して下さい。

日

備  考

日

２　※欄は記入しないで下さい。

  監督員職氏名 ・ 受付年月日   検査員職氏名 ・ 受付年月日

年 月 年 月

月

円

年 日

監理事務所  受 付 年 月 日

氏     名

年 月 日

建築工事年 月 契  第 号

工        期 契  約  金  額

工  事  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

日

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

下   記   の   工   事   を   本   日   完   了   し   た   の   で   届   け   出   ま   す 。

工  事  件  名  ※ 工事番号

第 号

住    所

受 注 者

氏    名

様式甲第３２号

工     事     完     了     届

中　野　区　長



年 月 日

あて

記    事
年 月 日

※５０万円以下の工事に使用する。

備考 ： 届出年月日は完了年月日を記入して下さい。

立      会 検      査

検査月日
起票番号

下  記  の  工  事  を  本  日  完  了  し  た  の  で  届  け  出  ま  す 。

工  事  件  名

工  事  場  所

    （法人の場合は名称及び代表者の氏名）

住    所
受 注 者

氏    名

様式甲第３３号

工     事     完     了     届

中　野　区　長



年 月 日

あて

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

契約不適合調査立会の結果を下記のとおり報告します。

※

：
２　契約不適合調査補修完了届　　　　要　　　不要

別 紙 の と お り

受注者

営 第

氏    名

円

（　参　考　）

 ※ 工事番号

契  約  不  適  合  調  査  立  会  報  告  書

住    所

号

契  約  金  額

日年

月年

契  約  番  号

日

中  野  区  長

工  事  件  名

工  事  場  所

契 約 年 月 日

完 了 年 月 日

月

号契  第

特 に な し

調
査
員

施
設
課

所  属 氏  名

所  属 氏  名

報  告  事  項

日

所  属受
注
者 所  属

氏  名

月

担当者職氏名  受 付 年 月 日

備  考 １　※欄は記入しないで下さい。

工
事
監
理
者

所  属

年

所  属 氏  名

立

会

者

名

簿

氏  名

氏  名



※ 必要に応じて図面等を添付すること。

補  修  箇  所 補      修      内      容 完 了 年 月 日

（　参　考　）



年 月 日

中   野   区   長 あて

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

下記の契約不適合調査補修を完了しましたので届けます。

※

：

日

月

受注者

氏    名

号

営 第

契  第

契  約  金  額

日月

円

年

 受 付 年 月 日

（　参　考　）

 ※ 工事番号

契  約  不  適  合  調  査　補  修  完  了  届

住    所

号

工  事  件  名

工  事  場  所

契 約 年 月 日

完 了 年 月 日

契  約  番  号

備 考

担当者職氏名

年

　※欄は記入しないで下さい。

補  修  箇  所

別 紙 の と お り

日

年

受 注 者 側 担 当

月



年 月 日

あて

連絡用ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

※

：

様式乙第２号

代理人及び主任技術者通知書

中   野   区   長

住    所

受 託 者

氏    名
（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

代理人及び主任技術者を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。

受  託  件  名  ※ 受託番号

営 第 号

受  託  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年 月 日 委 託 契 第 号

履  行  期  限 契  約  金  額

年 月 日 円

ふ り が な ふ り が な

代 理 人 氏 名 主任技術者氏名

連絡用ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 連絡用ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年 月 日

備  考 　※欄は記入しないで下さい。



年 月 日

あて

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

 委  託  件  名

 契  約  番  号 号

※

：

様式乙第３号

技術者及び協力会社届

中   野   区   長

住   所
受 託 者

氏   名

下記業務の技術者及び協力会社を定めたので経歴書添付の上届け出ます。

委 託 契  第

（　設計委託　）

業務分類 担   当   者   名 常駐 所   属   会   社   名

担当技術者名簿

総      括

意      匠

構      造

積      算

電気設備

機械設備

∴常駐の場合○を付ける

（　設計委託　）

業務分類 会   社   名 所   在   地

協力事務所

電      話

構      造

積      算

電気設備

機械設備

監督員職氏名  受 付 年 月 日

日

備  考 　※欄は記入しないで下さい。

年 月



年 月

年 月

年 月

1　この様式は、建設業法第７条第２号のイ又はロによる学歴又は実務経験及び仕様書等で指定されて

　　いる資格又は実務経験等を提示する際に使用する。

２　表題の （　　） 内には、現場代理人等該当する技術者分類の名称を記入すること。

３　学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる場合等、

　　求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。

４　職歴欄には、職歴を記載するとともに建設業法による主任技術者等については 、その資格に必要

　　な実務経験について、また仕様書で必要な実務経験等が指定されている場合はその実務経験につ

　　いて記載すること。

５　資格欄には、建設業法による主任技術者等については、その資格に必要な資格者証、合格証明書、

　　免許証等について、また仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格について記載す

　　ること。また、当該資格の証明書等の写しを添付すること。

６　専任の監理技術者の経歴書には、監理技術者資格者証（写）の様式を用いて監理技術者資格者証

　　の写しを添付すること。(資格者証(監理技術者講習修了履歴)を監督員に提示した場合には資格者証

　　(写)の添付は不要)。

※

：

様式乙第４号

）経   歴   書  （

ふ   り   が   な

学  歴  （最 終）

氏       名

職     歴

資     格

注

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年 月 日

備  考 　※欄は記入しないで下さい。



年 月 日

あて

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

※

：

日

備  考 　※欄は記入しないで下さい。

円

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年 月

号

履  行  期  限 契  約  金  額

年 月 日

日 委  託 契  第

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年 月

 ※ 委託番号

営 第

委  託  場  所

　　下記設計業務を受託しましたが、業務上知り得たこと及びその成果等について、当該設計に

号

住    所

受 託 者

氏    名

　携わる者以外に漏れないよう厳重に注意することを誓約します。

委  託  件  名

様式乙第５号

誓       約       書

中   野   区   長



工　期 （始） 工　期 （終）

確認・調整

基本図作成 配置平面立面 平面図詳細ﾋｱﾘﾝｸﾞ 詳細図作成 調整 詳細図修正

仮定断面 意匠図との調整 設備との調整

積　　算 調整 修正

基本設計の確認・調整 基本図作成 調整 詳細図作成 修正

積算 調整 修正

事前打合せ 事前打合せ 事前打合せ 申請書類作成 申請

○ ○

仕上げ部材の方針 構造方針の検討 概算及び報告 詳細及び報告

○ ○ ○

説明 調査 検討 協議 決定

：備 考 １　※欄は捺印しないで下さい。

２　区担当者と十分協議の上、本工程表 （例） を、参考にして工程表を作成する。

○

   コスト検討
○

   Ｖ　　　　Ｅ
○ ○ ○ ○ ○

   設　備　積　算

官公署
   計画通知

への届

   その他
出等　 ○

   構　造　設　計

   積　　　　　　算

   設　備　設　計

   本　体　設　計

   基本設計の確認・調整

   実　施　設　計

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月
○○○△年

備       考
１１月 １２月 １月 ２月

機   械

実 施 設 計 工 程 表

△ △ △ 設 計 事 務 所

○ ○ ○ ○ 年 □ 月 △ 日 作 成

種          別
○○○○年

担当者

○ ○ ○ 工 事 建   築電   気機   械 建   築電   気機   械建   築電   気
係長

主　査 主　査 主　査 担当者 担当者

（　参　考　）

         工         程         表
設  計  事  務  所 　※                総 務 部 施 設 課

所  長 総  括 主  任
担当者 担当者 担当者



年 月 日

あて

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

※

：

様式乙第６号

納       品       書

中   野   区   長

住    所

受 託 者

氏    名

別 紙 納 品 内 訳 書 の と お り 納 入 し ま す。

委  託  件  名  ※ 委託番号

営 第 号

委  託  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年 月

日

日 委  託 契  第

月

号

履  行  期  限 契  約  金  額

年 月

日

備  考 　※欄は記入しないで下さい。

円

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年



様式乙第７号

納        品        内        訳        書

品                                    名 数        量 単        位 備                  考



年 月 日

あて

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

※

：

氏    名

様式乙第８号

委     託     完     了     届

下   記   の   委   託   を   本   日   完   了   し   た   の   で   届   け   出   ま   す 。

中   野   区   長

住    所

受 託 者

委  託  件  名  ※ 委託番号

営 第 号

号

委  託  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年 月

日

委  託 契  第日

月

履  行  期  限 契  約  金  額

年 月

月

円

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年

日

備  考 　※欄は記入しないで下さい。

日

検査員職氏名  検 査 年 月 日

年



年 月 日

あて

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

※

：

日

備  考 １　※欄は記入しないで下さい。

２　この用紙は、契約金額が５０万円以下の委託に使用。

円

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年 月

履  行  期  限 契  約  金  額

年 月 日

委  託 契  第日 号

委  託  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年 月

下   記   の   委   託   を   本   日   完   了   し   た   の   で   届   け   出   ま   す 。

委  託  件  名  ※ 委託番号

営 第 号

住    所

受 託 者

氏    名

様式乙第９号

委     託     完     了     届

中   野   区   長



年 月 日

あて

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

 委  託  件  名

 契  約  番  号 号

※

：

日

備  考 　※欄は記入しないで下さい。

年 月

監督員職氏名  受 付 年 月 日

電気設備

機械設備

電      話

構      造

積      算

∴常駐の場合○を付ける

（　監理業務　）

業務分類 会   社   名 所   在   地

協力事務所

電気設備

機械設備

構      造

積      算

総      括

意      匠

（　監理業務　）

業務分類 担   当   者   名 常駐 所   属   会   社   名

担当技術者名簿

下記業務の監理業務技術者を定めたので経歴書添付の上届け出ます。

委 託 契  第

住    所
受 託 者

氏    名

様式丙第２号

監 理 業 務 技 術 者 届

中   野   区   長



年 月 日

あて

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

下 記 委 託 の 既 済 部 分 検 査  （ 第 回 ） を 請 求 し ま す 。

条 円

（ 円 ）

※

：

様式丙第３号

回）既 済 部 分 検 査 請 求 書

中   野   区   長

住    所

受 託 者

氏    名

委  託  件  名  ※ 委託番号

第 号

委  託  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年 月 日 委  託 契  第 号

履  行  期  限 契  約  金  額

年 月 日 円

既  済  部  分 既  受  領  額

の  支  払  を 契約条項第

 受 付 年 月 日

年 月 日

備  考 　※欄は記入しないで下さい。

（第

受 け る 根 拠 （うち前払金額）

監督員職氏名



　工事進捗状況

  ・　建築工事   ・　建築工事

  ・　電気設備工事   ・　電気設備工事

  ・　機械設備工事   ・　機械設備工事

  ・　昇降機設備工事   ・　昇降機設備工事

　その他

様式丙第４号

年 月）工事監理業務月報　（

工  事  件  名 ※ 委託番号 第 号

工  事  場  所

工
事
請
負
業
者
名

建   築   工  事

電 気 設 備 工 事

機 械 設 備 工 事

昇降機設備 工 事

契 約 年 月 日 年 月 日 契 約 番 号 契 第 号

工          期 年 月 日 契 約 金 額 円

 ※　 月間工事状況  ※　 来月工事予定



（ 建築 ・ 電気 ・ 機械 ・ 昇降機 ）

様式丙第５号

年 月）工事監理業務日報　（

主任技術者名

日 曜 天候 工  事 業     務     内     容

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

３１

備 考

２５

２６

２７

２８

２９

３０



年 月 日

あて

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

監 理 業 務 技 術 者

下 記 工 事 の 設 計 図 書 の 内 容 に つ い て 協 議 し ま す。

※

：

日

備  考 　※欄は記入しないで下さい。

年 月

協  議  内  容

監督員職氏名  受 付 年 月 日

号

工  事  場  所  契約番号

契 第 号

氏    名

工  事  件  名  ※ 委託番号

第

工事主管係長

住    所
受 託 者

様式丙第６号

)協  議  書　（ＮＯ



第 号

年 月 日 号

年 月 日 円

：備  考 　※欄は記入しないで下さい。

申 請 申 請 （協議）
（　 協　 　議 　） 　事　 　項 備                考

Ｎ Ｏ 年月日 年月日

工            期 契  約  金  額

工  事  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号 契 第

様式丙第７号

（  協  議  ）  一  覧  表
工  事  件  名 ※委託番号



年 月 日

あて

) の承諾を申請します。

※

　備考　：　※欄は記入しないで下さい。

年 月 日

承  諾  事  項

理      由

監督員職氏名  受 付 年 月 日

号

工  事  場  所  契約番号

第 号

工  事  件  名  ※ 委託番号

第

受 託 者

下記工事について、別添（

 監 理 業 務 技 術 者

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

様式丙第８号

承 諾 申 請 書（ＮＯ )

氏    名

工事主管係長

住    所



第 号

年 月 日 号

年 月 日 円

：備  考 　※欄は記入しないで下さい。

申 請 申 請 （承諾）
（　 承　 　諾 　） 　事　 　項 備                考

Ｎ Ｏ 年月日 年月日

工            期 契  約  金  額

工  事  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号 契  第

様式丙第９号

（  承  諾  ）  一  覧  表
工  事  件  名 ※委託番号



年 月 日

あて

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

監 理 業 務 技 術 者

※

　備考　：　※欄は記入しないで下さい。

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年

報  告  内  容

月 日

号

工  事  場  所  契約番号

契 第 号

工  事  件  名  ※ 委託番号

第

氏    名

下 記 工 事 の （ )  に つ い て 報 告 し ま す。

工事主管係長

住    所

受 託 者

）

様式丙第１０号

報   告   書  （ＮＯ



号

年 月 日 号

年 月 日 円

：

様式丙第１１号

（  報  告  ）  一  覧  表
工  事  件  名 ※委託番号  第

工  事  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号 契  第

工            期 契  約  金  額

備  考 　※欄は記入しないで下さい。

報 告 報 告
（　 報　 　告 　） 　事　 　項 備                考

Ｎ Ｏ 年月日



（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

記

１ ￥ ）

２ ￥ ）

３ ￥ ）

４ ￥

５ ￥

６ ￥

７ ￥ ）

８ ￥ ）

９ ￥

中 野 区 長　　あて

契 約 金 額

様式丙第１２号

請求内訳書　（第

請 求 金 額 （うち消費税相当額￥

受託者

回委託出来高）

（うち消費税相当額￥

変 更 契 約 金 額 （うち消費税相当額￥

前 払 い 金 受 領 済 額

総前払い金出来高充当額

前回前払い金出来高充当額

既 済 部 分 受 領 済 額 （うち消費税相当額￥

今 回 請 求 金 額 （うち消費税相当額￥

契 約 金 残 額 （消費税相当額を含む）

　　　　　住所

　　　　　氏名



（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

記

１ ￥ ）

２ ￥ ）

３ ￥ ）

４ ￥

５ ￥

６ ￥

７ ￥ ）

８ ￥

９ ￥

様式丙第１２号

　　　　住所

受託者

　　　　氏名

請求内訳書　（委託完了）

請 求 金 額 （うち消費税相当額￥

契 約 金 額 （うち消費税相当額￥

変 更 契 約 金 額 （うち消費税相当額￥

前 払 い 金 受 領 済 額

総前払い金出来高充当額

前回前払い金出来高充当額

既 済 部 分 受 領 済 額 （うち消費税相当額￥

今 回 請 求 金 額 （消費税相当額を含む）

契 約 金 残 額 （消費税相当額を含む）

中 野 区 長　　あて



￥ ）

￥ ）

年 月 日 から

年 月 日 まで

日間

日間

￥

￥

￥

￥

￥

￥ ）

￥ ）

￥

（　参　考　）

今回請求金額請求書　（委託出来高）

① 契 約 金 額 （うち消費税相当額￥

①’ 変 更 契 約 金 額 （うち消費税相当額￥

② 履 行 期 限

③ 今 回 ま で の 履 行 日 数

④ 今 回 既 済 部 分 出 来 高 率 ％

③÷②

⑤ 出 来 高 金 額 算 出 定 数 ０.７

⑥ 今回既済部分出来高金額

①÷1.1×④×⑤×9/10

⑦ 前 払 い 金 受 領 済 額

①に対応した金額

⑦’ 総前払い金出来高充当額

⑦×④×⑤

⑦’’前回前払い金出来高充当額

⑦’’’今回前払い金出来高充当額

⑦’－前回の⑦’’

⑧ 既 済 部 分 受 領 済 額 （うち消費税相当額￥

⑨ 今 回 請 求 金 額 （うち消費税相当額￥

⑥－（⑦’＋⑧）×1.1

⑩ 契 約 金 残 額 （消費税相当額を含む）

①又は①’－（⑦＋⑧＋⑨）



￥ ）

￥ ）

年 月 日 から

年 月 日 まで

日間

日間

￥

￥

￥

￥

￥

￥ ）

￥

（　参　考　）

今回請求金額請求書　（委託完了）

① 契 約 金 額 （うち消費税相当額￥

①’ 変 更 契 約 金 額 （うち消費税相当額￥

② 履 行 期 限

③ 今 回 ま で の 履 行 日 数

④ 今 回 既 済 部 分 出 来 高 率 ％

③÷②

⑤ 今回既済部分出来高金額

①×④

⑥ 前 払 い 金 受 領 済 額

①に対応した金額

⑥’ 総前払い金出来高充当額

既 済 部 分 受 領 済 額 （うち消費税相当額￥

⑥×④

⑥’’前回前払い金出来高充当額

⑥’’’今回前払い金出来高充当額

⑧ 今 回 請 求 金 額 （消費税相当額を含む）

⑤－（⑥’＋⑦）

⑥’－前回の⑥’’

⑦



年 月 日

あて

（法人の場合は名称及び代表者の氏名）

※

：

工 事 監 理 業 務 委 託 完 了 届

中   野   区   長

様式丙第１３号

住    所

受 託 者

氏    名

下   記   の   委   託   を   本   日   完   了   し   た   の   で   届   け   出   ま   す 。

委  託  件  名  ※ 委託番号

第 号

号

委  託  場  所

契 約 年 月 日 契  約  番  号

年 月

日

委  託 契  第日

月

履  行  期  限 契  約  金  額

年 月

月

円

監督員職氏名  受 付 年 月 日

年

日

備  考 　※欄は記入しないで下さい。

日

検査員職氏名  受 付 年 月 日

年



  
 

 

用語の説明 

 

「現場代理人」とは工事現場に常駐し、請負契約の的確な施工を確保するため、受注者の代理 

人として、工事現場の取締を行い、工事の施工に関する一切の事項を処理するものである。 

 

     「主任技術者」及び「監理技術者」は、いずれも、工事現場における建設工事の施工の技術上 

    の管理をつかさどる者として、建設業法上配置が義務づけられている技術者である。 

 

     「監理技術者」（建設業法第２６条第２項に規定）とは、下請負契約の請負代金の額（下請契約 

    が２以上あるときは、それらの請負代金の額の総額）が5,000万円以上（建築一式工事は8,000万円

以上）になる場合において、元請負者である特定建設業者が工事現場に配置しなければならないと

される建設業法第１５条第２号の基準を充足する技術者である。 

 

     「主任技術者」とは、その他の建設工事の現場（つまり監理技術者を置くべき建設工事現場以外 

    の建設工事現場）に配置すべきものとされる同法第７条第２号の基準を充足する技術者である。 

 

     「専門技術者」とは、 

(1) 建設業者が、土木一式工事又は建築一式工事を施工する場合においてその一式工事の一部で 

ある専門工事を自ら施工しようとするとき、 

(2) 建設業者が専門工事を施工する場合に自らそれに付帯する他の建設工事を施工しようとする 

 ときに建設業法上配置することが要求されている技術者である（建設業法第２６条の２）。 

 

建設業法別表（建設工事の種類） 

 

土木一式工事 ※ 建築一式工事 ※ 大工工事 左官工事 

とび・土工・コンクリ－ト工事 石工事 屋根工事 

電気工事 ※ 管工事 ※ タイル・れんが・ブロック工事 

鋼構造物工事 ※ 鉄筋工事 ほ装工事 ※ しゅんせつ工事 

板金工事 ガラス工事 塗装工事 防水工事 

内装仕上工事 機械器具設置工事 熱絶縁工事 電気通信工事 

造園工事 ※ さく井工事 建具工事 水道施設工事 

消防施設工事 清掃施設工事   

※ 印（７業種）は指定建設業（業法第１５条第２号ただし書き）に係る建設工事の種類 

 

例 

 土木一式工事 総合的な企画、指導、調整のもとに土木工作物を建設する工事 

        （補修、改造又は解体する工事を含む。以下同じ。） 

 建築一式工事 総合的な企画、指導、調整のもとに建築物を建設する工事。 
 


